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東京 H27.7.13

役・物流事業
統括）

髙橋 啓也
（キリングルー
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現
状

荷主企業
・定期的に会合を開き、お互いの立場で情報交換をしている。
・ＣＯ２削減のため、モーダルシフトを進めようとしているが、事故による遅れ等のリスクがあり、中々解消が進まないため、今
後もトラック運送に頼らなければならないのが現状。

トラック事業者

・規制緩和後の競争激化により、運賃が上げられない状況が続いており、燃料価格分も転嫁できていない。
・労働時間短縮など労働環境を改善していくことはよいと思うが、荷主との関係があるので難しい。
・改善基準告示を荷主が知らない。
・長時間労働の実態について、荷主・事業者間で、把握・問題視されていないのが現状である。
・輸送以外のサービスを求められることがあり、荷主からの依頼を断ることは難しい。
・労働時間短縮には高速道路の利用も効果があるが、高速料金が高い。
・配送後の戻り時間も考慮して運送を引き受けなければならないが、効率的に稼ぐ必要もあり、長時間労働に繋がっている。

・外部委託をしているが、そのうちの何社かが長時間労働になっていることは認識している。
・顧客からの要望として、小口化や品質の重要性を求められている。
・ドライバー不足がさらに深刻化する。物流会社と提携して荷物の積み込み荷下ろしの際の手待ち時間の改善に取り組んで

８

問
題
点

荷主企業

・ドライバー不足がさらに深刻化する。物流会社と提携して荷物の積み込み荷下ろしの際の手待ち時間の改善に取り組んで
いるが限界を感じている。また、ＣＯ２削減に向け内航船、鉄道へのモーダルシフトへ取り組んでいるが、トラック輸送の割合
は大きく、環境問題改善のためハイブリット車両の導入への支援を厚くしてほしい。
・時間指定、積み卸し作業等の附帯業務もきちんと契約し対応していくことが必要。協力業者からは、今の運賃だと対応でき
ないと言われている。関係者の取り組みにより輸送の重要性を一般の方にも認識してもらい輸送コストを価格に反映していく
必要がある。

トラック事業者

・運転者不足が深刻な問題となっている。
・長時間労働の要員として、発荷主、着荷主、ユーザーからの厳しい要求がある。
・事業者の立場は弱く、荷主の要望で配車時間が決まることが多く、輸送時間より待ち時間が多い。
・運転者の拘束時間を短縮するために、荷役の要員の配置をして対応しているが、コストが転嫁できない。
・長時間労働の要因の一つは、トラック事業者が荷主からの急な運送依頼を今後の関係も見据えて引き受けなければならな
い点にある。
・発着荷主の都合により手待ち時間が発生してしまうが、品目毎に固有の都合があり細かな対応が難しい。
・定時配送のためにドライバーの判断で早めに出発することにより長時間になってしまう。
・発荷主と着荷主の連携が取れていないのが手待ち時間発生の大きな要因。
・荷主からの指定時間によっては、各輸送会社が同じ時間帯に集まるため待ち時間が発生し、積み荷下ろしに１時間以上か
かっている。長時間労働によりドライバーが集まらない。また、免許の取得などドライバーの養成にもお金がかかるので養成
への助成制度を検討して欲しい。
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取
り
組
み

荷主企業

・着荷主（顧客）の発注を運送事業者へ素早く連絡することにより手待ち時間の短縮を図る取り組みを行っている。
・ｗｅｂ上で全てのサプライヤーからの納期を把握して調整することを開始し、手待ち時間の減少に寄与。
・運送事業者を待たせない活動に１０年前から取り組み、現在では手待ち時間についてＫＰＩ管理を導入。
・一部附帯業務の内製化を実施したほか、残る附帯業務については書面化を取り入れ報酬を運送事業者に支払っている。また、容器配
送に係る取り組みを開始したが、その徹底のためにはパワーゲートの装着が必要。
・実験的な取り組みだが、女性の荷扱の範囲の拡大を可能とするためパワードスーツを導入。

トラック事業者
・倉庫業、物流業をシステム化し、運送の対価としてではなくトータルの事業として請け負い、荷主からの依頼を遂行すべく納品コスト等の
効率化を図っている。法令を遵守し魅力ある業界にしないといけない。少子高齢化が更に進む以上、労働環境の改善により若い労働力を
確保していく必要がある。

荷主企業

・輸送力の不足を懸念している。今後、震災復興、オリンピック開催などで、生産の国内回帰により需要が増加していくと考えており、運転
者不足対策、荷待ち時間解消、物品の積載率・回転率の向上についても事業者と検討していく必要がある。
・女性ドライバーの進出のためには、附帯作業（固縛作業等）の機械化等技術的な検討も必要。
・トラック運送事業の９９％は中小企業で、今後、後継者不足により物流が滞る可能性がある。荷主も運送費用のコストアップを考えてい
かないと輸送が確保できなくなる。

・基本的には、荷主企業の景気がよくならなければ運送業もよくならない。
・運転者は長時間労働により給料を稼ぐことが定着している。しかし、労働時間短縮により給料が減ってしまうことについても検討していく

９

そ
の
他

トラック事業者

・運転者は長時間労働により給料を稼ぐことが定着している。しかし、労働時間短縮により給料が減ってしまうことについても検討していく
ことが必要である。
・長時間労働改善のためには荷主の理解が重要である。
・事業者の自主的な努力も必要。
・現状の運賃が労働実態に伴っていないことが大きな問題点。労働時間改善と平行して適正運賃や賃金問題も含めて話し合ってほしい。
・地域別、積荷別に長時間労働の要因は何かをクローズアップしたい。
・魅力ある業界とするためにも労働条件や人手不足対策が必要。
・パワーゲートの装着、活用により荷役時間を１／８に減少させることが可能。装着の浸透に向けた車両に関する規制緩和や助成措置を
要望。
・女性活促進のためには、荷のモジュール化、トラックの荷台を１５センチ程度下げることにより、従来より多くの荷下ろしが可能になるので
低床化が必要。

経済・荷主団体
・組合団体

・労働者にとって働きやすい職場を作っていただきたい。
・輸送力が限られている中で、効率よく運送するかが重要で、荷主、事業者双方で、業界を超えた発送・連携が必要ではないか。
・実態調査の結果を踏まえ、実効性のあるガイドラインの策定に協力したい。
・長時間労働が改善され、働きやすい環境になれば、運転者になりたい人が増えていく。
・実態を把握して改善策を担保できるようにすることと、改善策を荷主と共に取り組んでいけるようにしなければならない。
・実態調査において長時間労働の原因の洗い出しを行い解決のアイディアを出していく事が必要。
・大手企業のトラック業界の現状の理解を深めることや適正な賃金を支払えるような方策も必要。
・取引環境と雇用環境のバランスも必要。
・賃金が安いと生活ができなくなるので、労働時間短縮もよいが、賃金を上げることも考えてほしい。
・トラックドライバーは改善基準告示により年間約３５００時間働けることになっている。なるべく労働時間が減るようにお願いしたい。


